
JP 2010-90496 A 2010.4.22

10

(57)【要約】
【課題】　本発明はヤーンの熱処理装置に関し、熱処理
中にヤーンのハタメキがなく、均一に熱処理されたヤー
ンとすることができ、ヤーン相互間が膠着することなく
、コンパクトでエネルギ効率の良いヤーンの熱処理装置
を提供することにある。
　【解決手段】　複数のヤーンを熱風によって収縮熱処
理する装置において、熱風が貫通する空隙を有し、表面
速度がヤーンの供給されてくる速度より遅い速度で循環
しており、ヤーン送出装置から送り出された複数のヤー
ンが集積されるコンベアと、熱風発生装置と、このコン
ベア上にコンベアから一定間隔を開けて配設され、熱風
発生装置から発生した熱風をコンベア上に送る送風ダク
トと、コンベア裏面にあって熱風を吸引し、吸引した熱
風を熱風発生装置に戻す戻しダクトとを有するヤーンの
収縮熱処理装置。
【選択図】   図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のヤーンを熱風によって収縮熱処理する装置において、
　ヤーンを送り出すヤーン送出装置と
　熱風が貫通する空隙を有し、表面速度が該ヤーンの供給されてくる速度より遅い速度で
循環しており、該ヤーン送出装置から送り出された複数の該ヤーンが集積されるコンベア
と、
　熱風発生装置と、
　該コンベア上に該コンベアから一定間隔を開けて配設され、該熱風発生装置から発生し
た熱風を該コンベア上に送る送風ダクトと、
　該コンベア裏面にあって熱風を吸引し、吸引した熱風を該熱風発生装置に戻す戻しダク
トと、
　該コンベア上で熱処理された該ヤーンを引取るヤーン引取装置と、
　を有するヤーンの収縮熱処理装置。
【請求項２】
　前記コンベアが篭ローラである、請求項１のヤーンの収縮熱処理装置。
【請求項３】
　前記コンベアが進行方向及び／又は進行方向に対して直角方向に凹凸を有する、請求項
１のヤーンの収縮熱処理装置。
【請求項４】
　前記熱風発生装置が、熱風循環のバイパスダクトを有し、ヤーンが熱処理されていない
場合は、前記コンベアを通過しない該バイパスダクトで循環されている、請求項１のヤー
ンの収縮熱処理装置。
【請求項５】
　前記ヤーン送出装置から送り出された複数の前記ヤーンが、前記コンベア上に相互に間
隔を開けて集積される、請求項１のヤーンの収縮熱処理装置。
【請求項６】
　前記ヤーンが接着性を有する接着性ヤーンである、請求項１のヤーンの収縮熱処理装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ヤーンの熱処理装置に関し、特に、熱処理中にヤーンのハタメキがなく、均
一に熱処理されたヤーンとすることができ、ヤーン相互間が膠着することなく、コンパク
トでエネルギ効率の良いヤーンの熱処理装置に関する。　　
【背景技術】
【０００２】
　有機繊維からなるヤーンは、繊維工場で製造された段階では熱安定性が悪く、特に、産
業資材として、産業用の織物やヤーンの不織布など産業用資材として使用される場合は、
熱収縮が激しく、製品の寸法安定性が得られない場合があった。かかる用途においては、
ヤーンは収縮熱処理されて使用されるが、従来の熱風室による熱処理装置や熱シリンダに
よる熱処理装置は、次に詳述するように種々の問題点があり、特に、近年産業用として使
用される接着性を有するヤーンでは特に熱処理が困難であった。
【０００３】
　従来の熱風室にヤーンを走行させる装置は、収縮熱処理するため、熱風室にヤーンの張
力を緩めて供給すると、ヤーンがバタツキやハタメキがあり、不安定で、ヤーンが融点近
傍でバタツクためにヤーンが切断する場合もある。また、ヤーンのハタメキ等のために、
収縮率が一定せず、甚だしい場合は、収縮せずに逆に伸びてしまう場合すらある。また、
このようなバタツキ等があると、接着性を有するヤーンでは、ヤーン間が膠着または接着
してしまう場合があり、その後のヤーンの処理において、重大な不都合をきたす。
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【０００４】
　また、熱風室はヤーンの切断や清掃のために扉を開けると、熱風室の温度が急激に低下
し、次の操業再開時に一定温度になるまでに時間が必要であり、稼働率が低下する問題点
がある。
【０００５】
　さらに熱風室の熱風中にヤーンを流すことは、ヤーンの走行方向に風の流れが生じ、持
ち込まれた加熱されていないヤーンによって冷やされた風のため、伝熱効率が悪い。その
ため長い距離でヤーンを走行させる必要があり、装置が大型化し、またヤーンのバタツキ
等も激しくなっていた。したがって、近年、産業用に大量生産されているヤーンからなる
不織布（特公平３－８０９１１、特開２００６－２７４５０９）やヤーンの織物では、製
品の特性上から寸法安定性が要求され、充分に熱処理されて使用することが求められてい
た。また、不織布製造装置や織物の整経装置で熱処理を施すには、できるだけコンパクト
な装置が求められていたにもかかわらず、コンパクトで安定した熱処理が施されるヤーン
の収縮熱処理装置が存在しなかった。
【０００６】
　ヤーンの熱処理装置として、ヤーンを熱シリンダ上に供給して収縮熱処理する装置もあ
るが、熱シリンダ上にヤーンを緩めて供給すると、ヤーンが熱シリンダに密着せず、ヤー
ンが熱シリンダに接触した部分だけ収縮し、ヤーンのタテ方向において熱処理程度がバラ
バラとなる。また、熱シリンダ上にヤーンを緩めて供給すると、ヤーンが熱シリンダ上で
横方向に移動でき、ヤーン相互が膠着又は接着してしまう場合があり、その後のヤーンの
処理において、重大な不都合をきたす場合があった。
【０００７】
【特許文献１】特公平３－８０９１１号公報（第１－２頁）。
【特許文献２】特開２００６－２７４５０９号公報（第１－２頁）。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記従来技術の欠点を除くためになされたものであって、その目的とすると
ころは、ヤーンが熱処理される工程において、バタツキやハタメキがなく、ヤーンの切断
もなく、安定して走行できるヤーンの収縮熱処理装置を提供することにある。また他の目
的は、熱処理されるヤーン相互間に膠着や接着がないヤーンの収縮熱処理装置を提供する
ことにある。また他の目的は、ヤーン群の個々のヤーンが均一に熱処理され、かつ同一ヤ
ーンの長さ方向でも均一に収縮熱処理されたヤーンを提供できる熱処理装置を提供するこ
とにある。また他の目的は、伝熱速度が速く、コンパクトで、省エネルギタイプである熱
処理装置を提供することにある。さらに本発明は、作業性や操業率が良い熱処理装置を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は上記の目的を達成するためになされたものであって、複数のヤーンを熱風によ
って収縮熱処理する装置において、ヤーンを送り出すヤーン送出装置と、熱風が貫通する
空隙を有し、表面速度がヤーンの供給されてくる速度より遅い速度で循環しており、ヤー
ン送出装置から送り出された複数のヤーンが集積されるコンベアと、熱風発生装置と、コ
ンベア上にこのコンベアから一定間隔を開けて配設され、熱風発生装置から発生した熱風
をコンベア上に送る送風ダクトと、コンベア裏面にあって熱風を吸引し、吸引した熱風を
熱風発生装置に戻す戻しダクトと、コンベア上で熱処理されたヤーンを引取るヤーン引取
装置と、を有するヤーンの収縮熱処理装置に関する。また本発明は、前記コンベアが篭ロ
ーラである、ヤーンの収縮熱処理装置に関する。また本発明は、前記コンベアが進行方向
に凹凸を有する、ヤーンの収縮熱処理装置に関する。また本発明は、前記コンベアが進行
方向に対して直角方向に凹凸を有する、ヤーンの収縮熱処理装置に関する。また本発明は
、前記熱風発生装置が、熱風循環のバイパスダクトを有し、ヤーンが熱処理されていない
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場合は、コンベアを通過しないバイパスダクトで熱風循環されている、ヤーンの収縮熱処
理装置に関する。また本発明は、前記ヤーン送出装置から送り出された複数のヤーンが、
前記コンベア上に相互に間隔を開けて集積される、ヤーンの収縮熱処理装置に関する。さ
らに本発明は、前記ヤーンが接着性を有する接着性ヤーンである、ヤーンの収縮熱処理装
置に関する。
【００１０】
　本発明は、ヤーンの熱処理装置に関する。本発明に使用されるヤーンの種類としては、
マルチフィラメント、テープヤーン、モノフィラメント、スプリットヤーン、紡績糸など
広い意味でのヤーンであれば使用できる。これらのヤーンが、接着性成分を有する複合繊
維や接着性繊維を含有するものであることが特に好ましい。このようにヤーンが接着性を
有することより、ヤーン相互間及び他の素材との接着性を有する。接着性を有するヤーン
であることにより、従来の熱処理装置では、処理中にヤーン間が接着するトラブルが多発
していたが、本発明ではその問題を解消できる。また、これらのヤーンのテックスには、
特に制限はなく、極細繊維や超極細繊維と呼ばれるものも使用できる。これらの極細繊維
など従来の方式では、ケバや生じ易く、また、ヤーンが傷みやすいものでは使用が困難で
あったが、本発明ではそのような問題点も軽減できるのが特徴である。
【００１１】
　本発明のヤーンは、ヤーン送出装置で送り出され、複数本で走行しながらコンベア上に
供給される。送出装置は、ニップローラや数段の駆動ローラの組み合わせなど、一定速度
でヤーンを送り出すことが出来る装置であれば、種々のタイプが使用される。同様に、ヤ
ーン引取装置も、ニップローラや数段の駆動ローラの組み合わせなど、一定速度でヤーン
を引取ることが出来る装置であれば、種々のタイプが使用される。
【００１２】
　本発明は、ヤーンの熱処理装置に関し、特に複数のヤーンをコンベア上に集積して収縮
熱処理されることに特徴がある。コンベアは物体を載せて運搬する運搬手段であり、ここ
では走行されてくる複数のヤーンを載せて運ばれる。本発明のコンベアは循環しており、
積載されたヤーン群を、一定個所から一定個所まで運び、また元の場所に戻ってくる。ま
た、本発明のコンベアは、熱風がコンベアの表面から裏面に貫通する空隙を有する。コン
ベアの表面とは、ヤーンが載せられている面をいい、裏面とはその反対の面である。コン
ベアの有する空隙は、少なくとも０．５ｍｍ以上あることが好ましく、通常、最大空隙部
が１ｍｍから３０ｍｍ程度であることが好ましい。このように、コンベア上のヤーンを貫
通して熱風が通ることにより、従来のヤーンと熱風が併走するタイプに比較して、著しく
テープに対する伝熱速度が速く（１桁程度速いと云われている）、その結果、装置がコン
パクトになる。
【００１３】
　このコンベアの表面速度は、ヤーンが供給される速度より遅い速度であり、ヤーンの送
り出し速度をＳ１、コンベア表面速度をＳ２とすると、収縮熱処理における収縮率Ｙ（％
）は、Ｙ＝｛（Ｓ１－Ｓ２）／Ｓ１｝１００で表される。本発明における収縮率は、１％
以上の収縮率を与えることが望ましく、通常、２－３０％の収縮率をもたらす装置に特に
適する。
【００１４】
　コンベア上では、コンベアの走行方向に対して直角方向に複数のヤーンが相互に間隔を
開けて集積されることが望ましい。ヤーン相互間が接触すると、接触部分でヤーンが接着
して、その後にヤーンがクシ（コーム）等を通過することができず、大きなトラブルとな
る。
【００１５】
　本発明のコンベアは、通気性メッシュからなるベルトが循環していることを特徴とする
。このコンベア循環の一つのタイプして、２本のローラに、この通気性メッシュを循環す
るようにつなげたものも使用される。
【００１６】
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　本発明のコンベアの他の形式として、篭ローラ形式であることが特に好ましい。篭ロー
ラとは、ローラの表面（円筒の曲面部分）が篭のように通気性素材で形成されているもの
をいう。篭ローラは、ローラ形状であるためコンパクトで場所をとらないので、ヤーンを
使用する不織布製造ラインに組み込むのに有利である。
【００１７】
　本発明のコンベアは、進行方向に凹凸を有するタイプのものが好ましい。これらの凹凸
の間に過供給されてきたヤーンが溜まることにより、ヤーンの長さ方向に均等に収縮がも
たらされるからである。また、本発明のコンベアは進行方向と直角方向に凹凸を有するタ
イプも好ましい。これらの凹凸の間に過供給されてきたヤーンが溜まり、横方向に動くこ
とが制限されるので、隣接するヤーンと接触することが妨げられ、ヤーン相互が接着や膠
着等のトラブルが避けられるからである。これらのコンベアの進行方向や進行方向と直角
方向に凹凸があるコンベア素材として、太い金属線からなる粗目の金網からなるコンベア
がある。また、コンベアの進行方向又は進行方向と直角方向に金属線を複数本並べたタイ
プも使用される。なお、このようにコンベアが凹凸を有する場合の装置の収縮率は、凸と
凹の中間の高さを基準にしてコンベア表面層度を計算する。
【００１８】
　本発明の熱処理装置は、コンベア表面へ熱風を供給する熱風発生装置と、コンベア裏面
にあって熱風を吸引し、吸引した熱風を熱風発生装置に戻すダクトからなる熱風循環装置
を有することを特徴とする。熱風発生装置は、電熱ヒータや蒸気エロフィン等によって空
気を加熱する部分と、空気を送風する送風部分とを有する。熱風発生装置で加熱された空
気は、コンベア表面に供給されるが、コンベアの幅方向に長い長方形の出口を有するダク
トで、コンベア表面に導かれ、コンベア上に堆積されたヤーン群に吹き付けられる。ヤー
ンに吹き付けられた熱風は、コンベア裏面からダクトによって吸引されて、熱風発生装置
へ戻され、熱風は循環して使用される。
【００１９】
　本発明の熱風発生装置は、コンベアを熱風が貫通しないで熱風循環するバイパスダクト
を有し、ヤーンが熱処理されていない場合は、このバイパスダクトで熱風循環されるよう
になっていることが好ましい。熱風発生機の昇温時や、運転中のトラブル時には、熱風が
コンベアを貫通しないようにすることで、エネルギロスを小さくし、作業環境も良くする
ことができる。　
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の熱処理装置は、熱処理されるヤーンが、バタツキやハタメキがなく、ヤーンの
切断もなく、安定して走行できることを特徴とする。また本発明の熱処理装置は、ヤーン
間の膠着や接着がない収縮熱処理ヤーンとなる。また本発明の熱処理装置によって熱処理
されたヤーンは、ヤーン群の個々のヤーンが均一に熱処理され、かつ同一ヤーンの長さ方
向でも均一に熱処理されたヤーンとなる。また本発明の熱処理装置は、伝熱速度が速く、
装置がコンパクトで省エネルギタイプあることを特徴とする。さらに本発明の熱処理装置
は、作業性、操業率が良いことも大きな特徴の一つである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　　以下本発明を図面で示す実施例に基づいて説明する。図１は、本発明におけるヤーン
の熱処理装置の例を示す装置の斜視図で示す。ヤーン１ａ、１ｂ、１ｃ、・・・が、ヤー
ンの送出装置であるニップローラ２ａ、２ｂからコンベア３へ送り出されてくる。コンベ
ア３は、２つの回転するローラ４ａ、４ｂ間にメッシュからなるネット５が循環して走行
している。コンベア３のネット５の走行する表面速度は、ニップローラ２ａ、２ｂより遅
く、このネット５上にヤーン１ａ、１ｂ、１ｃ・・・が、間隔を開けて載せられていく。
熱風発生機６によって発生した熱風は、送風ダクト７より走行しているネット５へ向けて
送り出される。ネット５を介して、送風ダクト７のネット５の裏面には、吸引部戻しダク
ト８ａが配設されており、熱風発生機６で発生した熱風は、送風ダクト７、吸引部戻しダ
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クト８ａ、循環部戻しダクト８ｂを通じて循環して使用される。ネット５上に載せられた
ヤーン１ａ、１ｂ、１ｃ・・・は、送風ダクト７と吸引部戻しダクト８ａの間での貫通す
る熱風の流れによって収縮熱処理され、２本の駆動ローラ９ａ、９ｂからなるヤーン引取
装置によって引取られ、収縮熱処理されたヤーン１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・となる
。
【００２２】
　図２は、図１の熱風発生装置６と送風ダクト７に、熱風循環のバイパスダクト１１を設
けた例を示し、Ａ図は、進行方向からみた断面図で、Ｂ図は、側面からみた断面図で示す
。熱風発生装置６は、モータ部１２とヒータ部１３と切換部１４からなる。切換部１４に
は、切換遮蔽板１５を有し、ヤーンが熱処理されていない場合は、切換遮蔽板１５を閉じ
て、熱風はコンベア３を通過しないで、バイパスダクト１１へ循環される。バイパスダク
ト１１に導入された熱風は、フィルター１６、１７を通過して、熱風発生機６へと戻され
る。
【００２３】
　図３は、本発明におけるヤーンの収縮熱処理装置の他の例を示す装置の断面図である。
ヤーン１がヤーンの送り出し手段であるニップローラ２ａ、２ｂから篭ローラ２１へ送り
出されてくる。篭ローラ２１は、ニップローラ２ａ、２ｂの表面速度より遅い一定速度で
回転しており、底面が細いメッシュの金網２２で、その上に丸棒２３ａ、２３ｂ、２３ｃ
、・・・が、金網２２の表面に粗くヨコ方向に配設されている。篭ローラ２１の上方に熱
風発生装置６が設置され、熱風発生装置６から発生した熱風が吹出ダクト２４を経て、篭
ローラ２１へ吹き出される。篭ローラ２１の内側で、吹出ダクト２４に対応した位置に吸
引部戻しダクト２５ａを設け、篭ローラ２１の軸２７の中から熱風が吸い出され、循環部
戻しダクト２５ｂ（図３に示す）により熱風発生装置６へ戻される。篭ローラ２１へ供給
されたヤーン１は、金網２２と丸棒２３ａ、２３ｂ、２３ｃ、・・・との間で屈曲して載
せられ、送風ダクト２４と吸引部戻しダクト２５ａを通過する熱風により収縮熱処理され
る。熱処理されたヤーン２６は、ターンローラ９ａ、９ｂに引取られていく。
【００２４】
　図４は、図３の吸引ダクト２５と篭ローラ２１の軸２７との詳細を、装置の進行方向か
ら見た断面図で示す。吸引部戻しダクト２５ａは固定しており、軸２７は、ギア２８ａ、
２８ｂによって駆動される。吸引部戻しダクト２５ａより吸引された熱風は、循環部戻し
ダクト２５ｂを通じて、熱風発生機６に戻される。
【００２５】
　図５は、本発明のコンベアとして使用されるネットの形態の例を示す概念図である。Ａ
図は、粗目の金網である平織ネット３１で、経線３２と緯線３３が平織されている。この
ような平織構造であるため、経線３２と緯線３３は、お互いに交互に相手を潜っており、
タテ方向およびヨコ方向に凹凸のある組織となる。この経線３２、緯線３３を、クリンプ
線にすることにより、クリンプ金網として使用することもできる。図Ｂは、平畳織金網ネ
ット３４の例で、緯線３５は真っ直ぐで、屈曲していない。経線３６が緯線３５を潜って
屈曲している。このネット３４も、タテ方向およびヨコ方向に凹凸のある組織となる。図
Ｃは、亀甲金網ネット３７の例で、経線３８ａ、３８ｂが相互に捻られて網を構成する。
このネット３７では、主としてヨコ方向に凹凸のある組織となる。上記組織は、金網とし
て説明したが、ネットを構成する線は、合成繊維の糸やモノフィラメントも、同様に使用
することができる。これらのネットで、ネット目の粗さを適宜選ぶことで、図３の丸棒２
３を省略することもできる。
【産業上の利用可能性】
【００２６】
　本発明の装置で熱処理された糸は、主として産業用の糸として、産業用の織物やニット
、及び経緯直交不織布、ヤーンの多軸不織布等に使用される。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
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【図１】本発明のヤーンの収縮熱処理装置における斜視図。
【図２】本発明のヤーンの熱処理装置における熱処理発生装置と熱風循環装置の例で、Ａ
図は進行方向から見た断面図で、Ｂ図は側面から見た断面図。
【図３】本発明の篭ローラを使用したヤーンの熱処理装置の例で、側面から見た断面図。
【図４】図３の装置を、進行方向から見た断面図。
【図５】本発明に使用されるネットの例を示す概念図。
【符号の説明】
【００２８】
１ａ、１ｂ、１ｃ：ヤーン、　２ａ、２ｂ：ニップローラ、
３：コンベア、　４ａ、４ｂ：ローラ、　５：ネット、
６：熱風発生機、　７：送風ダクト、　８ａ：吸引部戻しダクト、
８ｂ：循環部戻しダクト、　９ａ、９ｂ：駆動ローラ、
１０ａ、１０ｂ、１０ｃ：収縮熱処理されたヤーン。
１１：バイパスダクト、　１２：モータ部、　１３ヒータ部、
１４：切換部、　１５：切換遮蔽板、　１６、１７：フィルター。
２１：篭ローラ、　２２：金網、　２３ａ、２３ｂ、２３ｃ：丸棒、
２４：送風ダクト、　２５ａ：吸引部戻しダクト、　２５ｂ循環部戻しダクト、
２６：熱処理されたヤーン。
２７：篭ローラの軸、　２８ａ、２８ｂ：ギア。
３１：平織ネット、　３２経線、　３３：緯線、　３４：平畳織金網ネット、
３５：緯線、　３６ａ、３６ｂ：経線、　３７：亀甲金網ネット、
３８ａ、３８ｂ：経線。

【図１】 【図２】
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【図５】
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